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大津市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議案第４９号 大津市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

１ 改正趣旨
令和６年度から令和８年度までの第１号被保険者に係る保険料を定めるとともに、
介護保険法施行令の見直しに伴う必要な規定の整備を行うもの。

２ 改正内容

（１）保険料の適用期間

（２）適用期間における保険料の設定

（３）保険料の算定に関する基準を適用する条項の変更

３ 施行期日
令和６年４月１日
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１ 国の制度改正内容を踏まえた保険料の見直し

（１）保険料の適用期間を令和６年度から令和８年度までとする。

（２）社会経済情勢を考慮し、介護給付費準備基金を令和６年度から令和８年度の３年間
（第９期介護保険事業計画期間）で３７億円あまり活用し保険料基準額を第８期から
１割引き下げる。
第８期保険料基準額 年額７６，２００円（月額６，３５０円）
第９期保険料基準額 年額６８，５８０円（月額５，７１５円）

（３）第１段階から第３段階の保険料は､国の示す低所得者保険料軽減措置適用後の乗率
（保険料基準額に乗じる率）に合わせて引き下げる。

（４）保険料段階数（１３段階）及び基準所得金額は第８期と同様とする。

改正内容の詳細
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大津市の第８期と第９期の比較

C 引き下げ額等（Ｂ－Ａ）B 第９期 条例改正案A 第８期基準所得金額等

第５段階68,580基準額第５段階76,200基準額

単位：円単位：円第９期単位：円第８期単位：万円

減額率月額年額月額年額保険料率段階月額年額保険料率段階
基準所得
金額等

段階

-14.5%▲ 277▲ 3,3151,62819,545 0.285 11,90522,8600.30 1～80

・市民税非課税世帯

1

-12.7%▲ 404▲ 4,8392,77133,261 0.485 23,17538,1000.50 2～1202

-11.9%▲ 531▲ 6,3633,91446,977 0.685 34,44553,3400.70 3120～3

-10.0%▲ 508▲ 6,0964,57254,864 0.800 45,08060,9600.80 4～80
・本人市民税非課税
・市民税世帯課税

4

-10.0%▲ 635▲ 7,6205,71568,580 1.000 56,35076,2001.00 580～5

-10.0%▲ 718▲ 8,6116,45777,495 1.130 67,17586,1061.13 6～100

・本人市民税課税

6

-10.0%▲ 762▲ 9,1446,85882,296 1.200 77,62091,4401.20 7～1257

-10.0%▲ 857▲ 10,2877,71592,583 1.350 88,572102,8701.35 8～2008

-8.8%▲ 870▲ 10,4408,972107,670 1.570 99,842118,1101.55 9～3509

-7.7%▲ 854▲ 10,24910,258123,101 1.795 1011,112133,3501.75 10～50010

-7.5%▲ 956▲ 11,46911,744140,931 2.055 1112,700152,4002.00 11～75011

-7.5%▲ 1,055▲ 12,65012,915154,990 2.260 1213,970167,6402.20 12～1,00012

-7.5%▲ 1,090▲ 13,06913,515162,191 2.365 1314,605175,2602.30 131,000～13

※保険料は年額であり、月額は参考として、年額を１２で割ったものに小数点以下を切り捨てた金額を記載しています。
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第９期介護保険事業計画

【保険料算定式(１人あたり基準額)】
・保険料必要額 20,214,423千円
・被保険者数(３年計所得段階別加入割合補正後) 296,238人
・収納率 99.5％
・保険料算定式 20,214,423千円÷296,238人÷99.5％≒68,580円

歳入 （単位：千円） 歳出 （単位：千円）

合計
令和8年度

(2026年度) 

令和7年度

(2025年度) 

令和6年度

(2024年度) 
科目

16,866,1925,794,351 5,613,144 5,458,697 (介護)
国庫負担金

1,633,212580,341 560,484 492,387 (地域支援事業)

12,731,3224,355,771 4,238,552 4,136,999 (介護)
県負担金

844,002299,526 289,413 255,063 (地域支援事業)

24,588,7068,432,410 8,184,486 7,971,810 (介護)
支払基金交付金

860,191293,737 287,960 278,494 (地域支援事業)

2,987,0711,024,381 994,263 968,427 国庫調整交付金

3,729,0891,385,121 1,201,274 1,142,694 介護給付費準備基金繰入金

12,227,6624,203,419 4,078,527 3,945,716 一般会計繰入金

20,214,4236,799,5556,742,2356,672,633介護保険料

96,681,87033,168,612 32,190,338 31,322,920 歳入計

合計
令和8年度

(2026年度) 

令和7年度

(2025年度) 

令和6年度

(2024年度) 

86,690,640 29,730,475 28,854,183 28,105,982 総給付費（介護給付費・予防給付費）

1,637,280561,144 545,459 530,677 特定入所者介護サービス費等

2,311,262792,182 770,040 749,040 高額介護サービス費等

320,687109,864 106,793 104,030 高額医療合算介護サービス費等

109,41737,485 36,437 35,495 審査支払手数料

5,612,5841,937,462 1,877,426 1,797,696 地域支援事業費

96,681,87033,168,612 32,190,338 31,322,920 歳出計
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大津市介護保険条例（平成１８年条例第１３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

大津市介護保険条例 大津市介護保険条例 

平成１８年３月１７日 平成１８年３月１７日 

条例第１３号 条例第１３号 

（保険料率） （保険料率） 

第１５条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料の保

険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。 

第１５条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料の保

険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。 

（１） 政令第３９条第１項第１号に掲げる者 ２２，８６０円 （１） 政令第３８条第１項第１号に掲げる者 １９，５４５円 

（２） 政令第３９条第１項第２号に掲げる者 ３８，１００円 （２） 政令第３８条第１項第２号に掲げる者 ３３，２６１円 

（３） 政令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５３，３４０円 （３） 政令第３８条第１項第３号に掲げる者 ４６，９７７円 

（４） 政令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６０，９６０円 （４） 政令第３８条第１項第４号に掲げる者 ５４，８６４円 

（５） 政令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７６，２００円 （５） 政令第３８条第１項第５号に掲げる者 ６８，５８０円 

（６） 次のいずれかに該当する者 ８６，１０６円 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９

２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。以下同じ。）

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合

（６） 政令第３８条第１項第６号に掲げる者 ７７，４９５円 
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計所得金額から政令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を

控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、

零とする。以下この条において同じ。）が１，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第

２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって、その者

が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用された

ならば保護を必要としない状態となるもの（政令第３９条第１項

第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ、第

９号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イに該当する者を

除く。） 

（７） 次のいずれかに該当する者 ９１，４４０円 

ア 合計所得金額が１，０００，０００円以上１，２５０，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（政令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イに該

当する者を除く。） 

（７） 政令第３８条第１項第７号に掲げる者 ８２，２９６円 

（８） 次のいずれかに該当する者 １０２，８７０円 

ア 合計所得金額が１，２５０，０００円以上２，０００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

（８） 政令第３８条第１項第８号に掲げる者 ９２，５８３円 
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の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（政令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イに該当する者を

除く。） 

（９） 次のいずれかに該当する者 １１８，１１０円 

ア 合計所得金額が２，０００，０００円以上３，５００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（政令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１１号イ又は第１２号イに該当する者を除く。） 

（９） 政令第３８条第１項第９号に掲げる者 １０７，６７０円 

（１０） 次のいずれかに該当する者 １３３，３５０円 

ア 合計所得金額が３，５００，０００円以上５，０００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（政令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ又は第１２号イに該当する者を除く。） 

（１０） 政令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １２３，１０１

円 

（１１） 次のいずれかに該当する者 １５２，４００円 

ア 合計所得金額が５，０００，０００円以上７，５００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

（１１） 政令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４０，９３１

円 
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の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（政令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

又は次号イに該当する者を除く。） 

（１２） 次のいずれかに該当する者 １６７，６４０円 

ア 合計所得金額が７，５００，０００円以上１０，０００，００

０円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（政令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）

に該当する者を除く。） 

（１２） 政令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １５４，９９０

円 

（１３） 前各号のいずれにも該当しない者 １７５，２６０円 （１３） 政令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６２，１９１

円 

（新設） ２ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第６号の基準

所得金額は、同条第６項の規定に基づく介護保険法施行規則（平成１

１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）第１４３条の規

定にかかわらず、１，０００，０００円とする。 

（新設） ３ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第７号の基準

所得金額は、同条第７項の規定に基づく施行規則第１４３条の２の規

定にかかわらず、１，２５０，０００円とする。 

（新設） ４ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第８号の基準

所得金額は、同条第８項の規定に基づく施行規則第１４３条の３の規

定にかかわらず、２，０００，０００円とする。 
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（新設） ５ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第９号の基準

所得金額は、同条第９項第１号の規定にかかわらず、３，５００，０

００円とする。 

（新設） ６ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第１０号の基

準所得金額は、同条第９項第２号の規定にかかわらず、５，０００，

０００円とする。 

（新設） ７ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第１１号の基

準所得金額は、同条第９項第３号の規定にかかわらず、７，５００，

０００円とする。 

（新設） ８ 令和６年度から令和８年度までの政令第３８条第１項第１２号の基

準所得金額は、同条第９項第４号の規定にかかわらず、１０，０００，

０００円とする。 

（普通徴収に係る保険料の納期等） （普通徴収に係る保険料の納期等） 

第１６条 普通徴収に係る保険料の納期は、次のとおりとする。 第１６条 （略） 

第１期 ６月１日から同月末日まで  

第２期 ７月１日から同月末日まで  

第３期 ８月１日から同月末日まで  

第４期 ９月１日から同月末日まで  

第５期 １０月１日から同月末日まで  

第６期 １１月１日から同月末日まで  

第７期 １２月１日から翌年１月４日まで  
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第８期 １月１日から同月末日まで  

第９期 ２月１日から同月末日まで  

第１０期 ３月１日から同月末日まで  

２ 市長は、特別の事情がある場合において、前項の規定による納期に

より難いと認めるときは、別に納期を定めることができる。 

２ （略） 

３ 各納期における納付すべき普通徴収に係る保険料の額は、前条各号 

     に掲げる保険料の額を１０で除して得た額とする。 

３ 各納期における納付すべき普通徴収に係る保険料の額は、前条第１

項各号に掲げる保険料の額を１０で除して得た額とする。 

４ 前項の規定により定められた納期ごとの分割金額に１００円未満の

端数があるとき、又はその分割金額が１００円未満であるときは、そ

の端数金額又はその全額は、最初の納期に係る分割金額に合算するも

のとする。次条各項の規定により定められた納期ごとの分割金額につ

いても、同様とする。 

４ （略） 

（賦課期日後に第１号被保険者の資格の取得、喪失等があった場合の

取扱い） 

（賦課期日後に第１号被保険者の資格の取得、喪失等があった場合の

取扱い） 

第１７条 保険料の賦課期日後翌年度の賦課期日の前日までに第１号被

保険者の資格（以下「第１号被保険者資格」という。）を取得した場

合における当該第１号被保険者に係る保険料の額は、当該第１号被保

険者資格を取得した日における第１５条各号      に掲げる第１号被

保険者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額を１２で除して得た

額を、当該年度（４月から翌年３月までをいう。以下同じ。）におけ

る当該第１号被保険者資格を有する月数（当該第１号被保険者資格を

取得した日の属する月を含む。）を乗じて得た額とし、この額を前条

第１７条 保険料の賦課期日後翌年度の賦課期日の前日までに第１号被

保険者の資格（以下「第１号被保険者資格」という。）を取得した場

合における当該第１号被保険者に係る保険料の額は、当該第１号被保

険者資格を取得した日における第１５条第１項各号に掲げる第１号被

保険者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額を１２で除して得た

額を、当該年度（４月から翌年３月までをいう。以下同じ。）におけ

る当該第１号被保険者資格を有する月数（当該第１号被保険者資格を

取得した日の属する月を含む。）を乗じて得た額とし、この額を前条
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第１項に規定する納期のうち、当該第１号被保険者資格の取得後の最

初に到来し市長が保険料の徴収を開始しようとする納期（以下「徴収

開始納期」という。）から３月までの納期の数で除して得た額を、徴

収開始納期から３月までの各月末日までに普通徴収の方法によって納

付しなければならない。 

第１項に規定する納期のうち、当該第１号被保険者資格の取得後の最

初に到来し市長が保険料の徴収を開始しようとする納期（以下「徴収

開始納期」という。）から３月までの納期の数で除して得た額を、徴

収開始納期から３月までの各月末日までに普通徴収の方法によって納

付しなければならない。 

２ 保険料の賦課期日（前項の規定の適用を受ける者にあっては、当該

第１号被保険者資格を取得した日。次項において同じ。）後翌年度の

賦課期日の前日までに第１号被保険者資格を喪失した場合における当

該第１号被保険者に係る保険料の額は、第１５条各号      に定める

額を１２で除して得た額を、当該年度における当該第１号被保険者資

格を有する月数（当該第１号被保険者資格を喪失した日の属する月を

除く。）を乗じて得た額とし、この額から当該第１号被保険者資格の

喪失の日の属する月の前月までの各月末日までに納付すべき額を控除

した額を、前条第１項の規定による納期のうち、当該第１号被保険者

資格の喪失後の徴収開始納期に普通徴収の方法によって納付しなけれ

ばならない。 

２ 保険料の賦課期日（前項の規定の適用を受ける者にあっては、当該

第１号被保険者資格を取得した日。次項において同じ。）後翌年度の

賦課期日の前日までに第１号被保険者資格を喪失した場合における当

該第１号被保険者に係る保険料の額は、第１５条第１項各号に定める

額を１２で除して得た額を、当該年度における当該第１号被保険者資

格を有する月数（当該第１号被保険者資格を喪失した日の属する月を

除く。）を乗じて得た額とし、この額から当該第１号被保険者資格の

喪失の日の属する月の前月までの各月末日までに納付すべき額を控除

した額を、前条第１項の規定による納期のうち、当該第１号被保険者

資格の喪失後の徴収開始納期に普通徴収の方法によって納付しなけれ

ばならない。 

３ 保険料の賦課期日後翌年度の賦課期日の前日までに政令第３９条第

１項第１号イ（老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号イ

（１）に係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第

４号ロ若しくは第５号ロ又は第１５条第６号イ、第７号イ、第８号イ、

第９号イ、第１０号イ、第１１号イ若しくは第１２号イに該当するに

至った第１号被保険者（第１項に規定する者を除く。）に係る保険料

の額は、当該該当するに至るまでの第１５条各号      に定める額を

３ 保険料の賦課期日後翌年度の賦課期日の前日までに政令第３８条第

１項第１号イ（老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号イ

（１）に係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第

４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１

０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロ                    に該当する

に至った第１号被保険者（第１項に規定する者を除く。）に係る保険

料の額は、当該該当するに至るまでの第１５条第１項各号に定める額
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１２で除して得た額に当該年度における当該該当するに至った日の属

する月（以下「保険料変更月」という。）の前月までの月数を乗じて

得た額と、当該該当するに至った後の第１５条各号に定める額を１２

で除して得た額に当該年度における保険料変更月から３月までの月数

を乗じて得た額との合算額とする。 

を１２で除して得た額に当該年度における当該該当するに至った日の

属する月（以下「保険料変更月」という。）の前月までの月数を乗じ

て得た額と、当該該当するに至った後の当該各号    に定める額を１

２で除して得た額に当該年度における保険料変更月から３月までの月

数を乗じて得た額との合算額とする。 

 


